
＊厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策目標を設定して、政策を実施しています。
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令和４年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策目標名（政策体系上の位置付け）
データヘルス改革を推進すること（ⅩⅣ-2-1）
　基本目標ⅩⅣ：国民生活の利便性の向上に関わるICT化を推進すること
　　施策大目標２：健康・医療・介護分野の情報化を推進すること

担当
部局名

政策統括官付情報化担当参事官室
保険局
医政局特定医薬品開発支援・医療情
報担当参事官室
医薬・生活衛生局総務課

作成責任者名

政策統括官付参事官（情報化担当）　山内　孝一郎
保険データ企画室長　中園　和貴
医政局参事官（特定医薬品開発支援・医療情報担当）　田中
彰子
医薬・生活衛生局総務課長　衣笠 秀一

施策の概要

データヘルス改革の工程表に沿って、着実に取組を推進し、
・全国で医療情報を確認できる仕組みの拡大
・電子処方箋の仕組みの構築
・自身の保健医療情報を活用できる仕組みの拡大
などの実現を図る。

施策実現のための背景・課題 1
オンライン資格確認等システムやマイナンバー制度等の既存インフラを最大限活用しつつ、
効率的かつ迅速にデータヘルス改革を進め、デジタル化を通じた強靱な社会保障を構築する。

目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

各課題に対応した達成目標

達成目標/課題との対応関係 達成目標の設定理由

データヘルス改革の工程表に沿って、着実に取組を推進
「全国で医療情報を確認できる仕組みの拡大」、「電子処方箋の仕組みの構築」、「自身の保健医療情報を活用できる仕組みの拡大」などの実
現を図るため。

令和５年度

・保健医療分野における情報連携を進める上で、その基盤となる医療情
報システム（電子カルテ）の普及率を指標とする。
・一般病院（400床以上）における電子カルテ普及率については、令和2
年度に91.2%を達成しているところ。電子カルテ未導入の一般病院（400
床以上）も含め、一般病院（200床以上）における電子カルテの普及率を
測定指標とする。

達成目標１について

測定指標（アウトカム、アウトプット） 基準値 目標値

年度ごとの目標値（参考値）

測定指標の選定理由

オンライン資格確認等システムの導入は、医療機関等において、安心・
安全で質の高い医療を提供するための医療DXの基盤の整備につなが
るものであり、データヘルス改革の推進にも資するものであるから、この
測定指標を選定した。
※令和４年度以降の目標値の分母については中医協等で検討した義
務化の対象施設数を踏まえたものとする。
※実績値に係る実数（令和３年度）：分子＝32,998機関／分母＝229,106
機関（厚生局に登録された保険医療機関・薬局）

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・フォローアップ」（令
和４年６月７日閣議決定）のフォローアップにおいて、2022年度末までに
概ね全ての医療機関及び薬局へのシステムの導入を進めることとされ
ている。

年度ごとの実績値

目標年度

1
全国の医療機関における電子カル
テ普及率（一般病院200床以上）（ア
ウトカム）

80.5% 令和２年度 85%

-

オンライン
資格確認

システム運
用開始施
設数の70%

令和4年度

・一般病院（200床以上）について、まずは療養病床単独の病院を除く病
院において電子カルテの普及を進めるため、この数値を目標として掲
げる。
・当該普及率については、厚生労働省政策統括官付参事官付保健統
計室が実施している「医療施設（静態）調査」を利用する。（3年に一度
の調査）
（参考）令和２年度実績値80.5％は、分母：200床以上の一般病院の数
（1909）、分子：200床以上の電子カルテを導入している一般病院の数
（1537）から算出したもの。

2
全国の医療機関等におけるオンライ
ン資格確認等システムの運用開始
施設数（アウトカム）

- - 100% 令和4年度

電子処方箋を活用することで、複数の医療機関や薬局で 直近に処方・
調剤された情報の参照、それらを活用した重複投薬チェックが可能にな
ることで、国民がよりよい医療を受けられるようになることが期待され、
データヘルス改革の工程表においても電子処方箋の活用が定められて
いることから、この測定指標を選定した。

○電子処方箋は診療プロセスや調剤プロセスに影響を与え得る仕組み
であり、医療機関や薬局の個別事情を鑑みた対応が必要であり、ま
た、電子処方箋の仕組みは、オンライン資格確認等システムを基盤とし
た仕組みであり、同システムの導入状況が電子処方箋の導入の前提と
なる。
○「成長戦略フォローアップ」（令和４年６月７日閣議決定）において、
2025年3月を目指して、オンライン資格確認を導入した概ね全ての医療
機関、薬局での電子処方箋システムの導入を支援するとの目標が定め
られたことを踏まえ、令和5年3月末時点の目標値を設定した。

3
全国の医療機関等における電子処
方箋システムの運用開始施設数（ア
ウトカム)

-

（厚生労働省４（ⅩⅣ－２－１））
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令和２年度 令和３年度

予算額 予算額

執行額 執行額

28百万円 33百万円

28百万円 28百万円

25,134
百万円

14,789
百万円

24,478
百万円

6,524
百万円

- -

- -

768億円 0

768億円 0

達成手段１
令和４年度

予算額
関連する
指標番号

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和４年度行政事業レビュー事業番号

(1)
医療情報システム等標準化推進事業
（平成16年度）

33百万円 1
電子カルテ等医療情報システムで使用するため、必要な共通の情報基盤となる用語・コードについて整備・維持管理・普及促進を行い、医療機関が無償でダウンロード
できるようにしている。

2022-厚労ｰ21ｰ0118

(２)
社会保障・税番号活用推進事業（医療
保険者等）（令和４年度）

9,532
百万円

2 マイナンバー制度のインフラを活用して、保険医療機関等において医療保険のオンライン資格確認等を実施するためのシステムの設計・開発を行う。 2022-厚労ｰ21ｰ1022

(３)
電子処方箋管理サービスの導入に向
けた医療機関等のシステム整備の支
援のための事業等

3,402
百万円

3 電子処方箋管理サービスの導入に向けた医療機関等のシステム整備の支援等を行う。 2022-厚労-21-0312

令和３年度 令和４年度

政策評価実施予定
時期

令和８年度

(４)
医療提供体制設備整備交付金
（令和元年度）

735億円 1,2,3

社会保険診療報酬支払基金に医療情報化支援基金を創設し、以下の事業を行う。
①オンライン資格確認の導入に向けた医療機関・薬局のシステム整備の支援
　オンライン資格確認を円滑に導入するため、保険医療機関・薬局での初期導入経費（システム整備・改修等）を補助
②電子カルテの標準化に向けた医療機関の電子カルテシステム等導入の支援
　国の指定する標準規格を用いて相互に連携可能な電子カルテシステム等を導入する医療機関での初期導入経費を補助
③電子処方箋導入支援事業
　電子処方箋導入に向けた医療機関・薬局のシステム整備の支援

2022-厚労ｰ21ｰ0049

101,962,000 14,822,000 86,467,000

施策の執行額（千円） 101,306,000 6,552,000

施策の予算額（千円）
令和２年度

施策に関係する内閣の重要施策
（施政方針演説等のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

「経済財政運営と改革の基本方針2022」
「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」

「成長戦略 フォローアップ」

令和４年６月７日 閣議決定
令和４年６月７日 閣議決定
令和４年６月７日 閣議決定

「経済財政運営と改革の基本方針2022」
第４章 中長期の経済財政運営 
　２． 持続可能な社会保障制度の構築
　　（社会保障分野における経済・財政一体改革の強化・推進）
　　　　　　（略）
医療・介護費の適正化を進めるとともに、医療・介護分野でのＤＸを含む技術革新を通じたサービスの効率化・質の向上を
図るため、デジタルヘルスの活性化に向けた関連サービスの認証制度や評価指針による質の見える化やイノベーション等
を進め、同時にデータヘルス改革に関する工程表にのっとりＰＨＲの推進等改革を着実に実行する。オンライン資格確認に
ついて、保険医療機関・薬局に、2023 年４月から導入を原則として義務付けるとともに、導入が進み、患者によるマイナン
バーカードの保険証利用が進むよう、関連する支援等の措置を見直す。2024 年度中を目途に保険者による保険証発行の
選択制の導入を目指し、さらにオンライン資格確認の導入状況等を踏まえ、保険証の原則廃止を目指す。「全国医療情報
プラットフォームの創設」、「電子カルテ情報の標準化等」及び「診療報酬改定ＤＸ」の取組を行政と関係業界が一丸となっ
て進めるとともに、医療情報の利活用について法制上の措置等を講ずる。そのため、政府に総理を本部長とし関係閣僚に
より構成される「医療ＤＸ推進本部（仮称）」を設置する。

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」
４．ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）及びＤＸ（デジタル・トランス
フォーメーション）への投資
（２）ＤＸへの投資
⑦医療のＤＸ
全国医療情報プラットフォームの創設、電子カルテ情報の標準化等及び診療報酬改定に関するＤＸの取組を行政と関係業
界が一丸となって進めるとともに、医療情報の利活用について法制上の措置等を講ずる。そのため、政府に総理を本部長
とし関係閣僚により構成される「医療ＤＸ推進本部（仮称）」を設置する。

「成長戦略 フォローアップ」
Ⅲ.経済社会の多極集中化
１．デジタル田園都市国家構想の推進
（１）デジタル田園都市国家構想の実現に向けた基盤整備
（遠隔医療）
2023年1月から電子処方箋の運用開始に向けて、安全かつ正確な運用のための環境整備を行うとともに、2025年3月を目
指してオンライン資格確認を導入した概ね全ての医療機関及び薬局での電子処方箋システムの導入を支援する。
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